
番号 26

　　　処　　　 分 　　　名

　　　処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　 管 　　　課 スポーティングシティ推進課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間 2週間

　　　標　準　処　理　期　間 計 2週間

判断基準

【根拠法令等】
松山市野外活動センター条例
(使用料の減免)
第6条　　市長は、特別な理由があると認めるときは、使用料を減免することができる。

●松山市野外活動センター条例施行規則
(使用料の減免)
第10条　条例第6条の規定により，次の各号に該当するときは，当該各号に定める額の使用料を減免すること
ができる。
(1)　愛媛県内の学校教育法第1条に規定する学校が当該学校の教育課程に使用するとき。　各種使用料
(シーツ等使用料並びに研修棟及びロッジの冷暖房使用料を除く。以下同じ。)の半額
(2)　愛媛県内の児童福祉法第39条第1項に規定する保育園又は認定こども園が児童の教育，保育等の目的
に使用するとき。　各種使用料の半額
(3)　身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者(以下この号及び第
3項において「障害者」という。)若しくはその介護人(障害者1名に対して1名に限る。以下この号において同
じ。)が個人ごとに使用料が設定されている施設等を利用するとき，又は個人ごとに使用料が設定されていない
施設等を利用する人数の半数以上が障害者若しくは介護人であるとき。　各種使用料の半額
(4)　第8条第1項第4号又は第5号に該当するとき。　各種使用料の半額
(5)　その他市長が特別な事由があると認めたとき。　その都度市長が定める額

2　前項第1号，第2号又は第4号に該当する場合において，これらの規定に該当する団体が，それ以外の団体
と合同で施設等を利用するときは，個人ごとに設定されていない使用料は，施設等の利用者の半数以上がこ
れらの規定に該当する団体の構成員であるときに限り，減免する。

3　前項の規定により使用料の減免を受けようとする者は，松山市野外活動センター使用料減免申請書(様式
第7号)を市長に提出しなければならない。ただし，手帳等の提示をした障害者については，この限りでない。

審査基準及び標準処理期間整理個表

野外活動センターの使用料の減免

野外活動センターの使用料を減免する。

松山市野外活動センター条例

第6条

松山市野外活動センター条例施行規則第10条の各項に該当する場合

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。
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※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


